
財務の概要（令和 5年度） 

 

■学校法人会計基準の改正について 

 

   平成２７年度から学校法人会計基準が改正されたことにより、計算書類の表示方法や勘

定科目等の名称が変更されました。 

   主な変更点としては、「資金収支計算書」「消費収支計算書」「貸借対照表」のうち、「資

金収支計算書」および「貸借対照表」は一部科目の名称・配列等の変更で大きな変更はあ

りませんでした。しかし、「消費収支計算書」は「事業活動収支計算書」に名称を変更し、そ

の構成が「教育活動収支」「教育活動外収支」「特別収支」の３区分に分類されました。また、 

新たに付表として「活動区分資金収支計算書」が追加されました。 

 

 

■学校法人会計と企業会計との違い 

  

 学校法人は営利を目的とする企業とは異なり、教育・研究活動を目的とする公共性の法人です。

また、学校法人は一般企業のように余剰利益が多いほどよいというものではなく、財政の安定と

永続性を保つため収支の均衡をとることが特に求められます。これは、学校法人が均衡を鑑みず

に経営を行った場合、過剰に利益を追求すれば学生に提供する教育･サービスの質も維持するこ

とが難しくなり、反対に収入に見合わない教育･サービスを提供し続ければ、学校の存続ができな

くなるためです。 

 そのため、学校法人の会計処理については、私立学校振興助成法において、国または地方公

共団体から補助金の交付を受ける学校法人は「学校法人会計基準」に従い会計処理を行い、資

金収支、事業活動収支、貸借対照表などの計算書類の作成が義務づけられています、 

 

■学校法人会計の計算書の勘定科目について 

 勘定科目名だけでは内容がはっきりしないと思われるものについて説明します。 

 

資金収支計算書の勘定科目 

（収入の部） 

◇学生生徒等納付金収入 

いわゆる「学費」であり、授業料、入学金、実験実習費など学生生徒から徴収する収入です。 

◇手数料収入 

入学検定料や在学証明書等の発行手数料等の収入です。 

 



◇寄付金収入 

土地、建物等の現物寄付を除いた寄付金収入です。使途が明確な特別寄付金と使途が明

確でない一般寄付金があります。 

◇資産売却収入 

預金･有価証券等の運用から得た利息や配当金等の収入です。 

◇付随事業・収益事業収入 

課外講座等の開講に伴う受講料収入、外部からの研究委託を受ける受託事業収入等です。 

◇雑収入 

学校法人に帰属する上記各収入以外の収入です。 

◇前受金収入 

  翌年度入学の学生生徒等に係る学生生徒納付金（授業料等）で、当該年度内に納入され

た収入です。 

◇その他の収入 

  前会計年度末における未収入金の当該会計年度における収入等、上記各収入以外の収

入です。 

◇資金収入調整勘定 

  当年度の活動に入るべき前年度以前の収入や、翌年度以降の収入とされる資金を調整

する勘定科目です。 

◇前年度繰越支払資金 

前年度から繰越した支払資金です（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金）。 

 

（支出の部） 

◇人件費支出 

専任教職員、非常勤教員、契約職員に支給する本俸や期末手当、その他の手当や所定

福利費、退職金に要する支出です。 

◇教育研究経費支出 

教育研究活動に要する経費や学生生徒の厚生費等に要する経費です。消耗品や光熱水

費、旅費交通費、奨学費、通信運搬費、印刷製本費、研究費、修繕費、委託費などです。 

◇管理経費支出 

学校法人の運営に係る経費等（総務・人事・経理業務等）や学生募集活動費等、教育研究

活動以外の支出です。 

◇施設関係支出 

土地の取得、施設等の建設やそれに付随する電気･上下水道管や配水管･空調などに係

る経費です。 

◇設備関係支出 

教育研究用の機器備品や学校運営の為に必要な備品、図書、車両などに係る経費です。 



◇資産運用支出 

有価証券の購入等、資産運用に係る支出です。 

◇予備費 

 予算編成時において予期しない支出に対処するために設けているものです。 

◇資金支出調整勘定 

当年度の活動に入るべき前年度以前の支出や、翌年度以降の支出とされる資金を調整 

する勘定科目です。 

 

事業活動収支計算書の勘定科目 

（収入の部） 

◇寄付金収入 

  資金収支計算書で計上した寄付金以外に現物寄付が計上されます。 

◇徴収不能額 

未収入金の内、当期において回収不能と判断した額がある場合に計上します。 

◇資産売却差額 

資産売却収入（機器備品･車両等）が当該資産の帳簿残高を超える場合に、その差額を経

常したものです。 

◇資産処分差額 

 不動産や有価証券などを売却し、その売却収入が帳簿価額よりも少ない場合に、その差額

を計上したもの。 

◇当年度収支差額 

 事業活動収入から基本金組入額を控除した額と事業活動支出の差額となります。収入超 

過であれば、資本的支出（基本金組入額）と経費支出（事業活動支出）の全てが事業活動収 

入で賄われた結果となります。 

◇基本金組入額 

基本金とは、学校法人の諸活動に必要な資産を継続的に維持するために事業活動収入

から組入れるものです。 

・第１号基本金 学校法人が取得した校地・校舎･備品等の固定資産分の額。 

・第２号基本金 将来計画に基づき、校舎の設置又は規模の拡充等に要する経費の額。 

・第３号基本金 基金として元本を継続的に保持し、運用果実を研究資金に充てることを

目的としている額。 

・第４号基本金 学校法人の運営を円滑にする体制を構築していなければならない為必

要な運転資金を恒常的に保持すべき額 

  

 

 



貸借対照表の勘定科目 

◇有形固定資産 

１年を超えて使用される有形の資産で、土地や建物、備品等、固定資産台帳の期末帳簿

価格です。 

◇特定資産 

 使途が特定された預金等です。 

◇その他の固定資産 

 上記以外の有価証券や電話加入権等です。 

◇流動資産 

 現預金、未収入金（学生生徒納付金等）です。 

◇固定負債 

 退職給与引当金等です。 

◇流動負債 

 未払金、前受金、預り金等です。 

◇繰越収支差額 

 事業収支活動計算書における翌年度繰越収支差額の額です。前年度繰越収支差額から

当年度収支差額を差し引いた差額の額です。 

 

財産目録の勘定科目 

◇基本財産 

 学校法人が保有している土地や建物の他、備品等の評価額です。土地および図書以外は

それぞれ耐用年数があり、年数の経過により資産価値が減少します。 

◇運用財産 

 有価証券や現金預金等の他、運用のために活用される資金です。 

◇負債額 

 長期または短期の借入金等のほか、運営のために負う負債の額です。 

 

 

■決算概要について 

 

学校法人順正学園の令和 5年度決算は、令和 6年 5月 29日開催の理事会において承

認され評議員会に報告されました。 

令和 5 年度決算の概要は、資金収支計算書・事業活動収支計算書・貸借対照表は予算

との比較、収益事業収支計算書及び財産目録は前年度との比較、また財務分析について

は全国平均値との比較で、詳細は次のとおりです。 

 



財務比率表

全国平均

比　　率 （2022年度）

人 件 費

経 常 収 入

人 件 費

学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 経 費

経 常 収 入

管 理 経 費

経 常 収 入

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入

事 業 活 動 支 出

事 業 活 動 収 入 - 基 本 金 組 入 額

学 生 生 徒 等 納 付 金

経 常 収 入

補 助 金

事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 額

事 業 活 動 収 入

純 資 産

負 債 + 純 資 産

流 動 資 産

流 動 負 債

総 負 債

純 資 産

基 本 金

基 本 金 要 組 入 額

　

〇財務比率概要

　純資産構成比率は、純資産の「総負債及び純資産の合計額」に占める構成割合で、学校法人の資金の調達源泉を分析する上で、最も概括的で重要な指標です。この比率が
高い場合は、自己財源が充実していることを示し、財政的には安定していると評価できます。本学園は毎年全国平均を上回り安定的に推移しています。

　流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合です。１年以内に償還または支払わなければならない流動負債に対し、現金預金及び１年以内に現金化が可能な流動資産
がどれだけ用意されているか、すなわち短期的支払能力を占める示す比率です。一般に金融機関等では、２００％以上であれば優良とされています。本法人の場合、毎年度全
国平均値を大幅に上回り安定的に推移しています。

　負債比率は、総負債の純資産に対する割合です。この比率は、他人資金が自己資金を上回っていないかどうかをみる指標で、低い方が望ましいとされています。本法人の場
合、全国平均値を大幅に下回り、近年は6％台と安定且つ健全に推移しています。

　以上のように、少子化と大学間競争激化の影響等により、大学を取り巻く環境は年々厳しくなっており、収入減の傾向にありますが、コスト削減及び外部資金獲得と学部学科
改組等の努力によって、上記表に示した日本私立学校振興・共済事業団発行の「今日の私学財政」医歯系を除く私立大学法人の財務比率比較表（全国平均値）と比較し、本法
人の財務状況は全般的に良好に推移しているものと考えます。

　学生生徒等納付金比率は、学生生徒等納付金の経常収入に占める割合です。学校法人の事業活動収入のなかで最大の割合を占めており、この比率が安定的に推移するこ
とが望ましいです。本法人は80％前後での推移となっております。

2020年度 2023年度 評価
算　　式

2022年度
区　　　　分

2019年度

▼

 人件費依存率 80.5% 77.0% 84.0%

63.4% 66.9% 50.9%65.7% 人件費比率 66.5%

69.3% ▼

 教育研究費比率 34.7% 35.6% 44.8% 36.1% △

 管理経費比率 7.8% ▼

 事業活動収支差額比率 -8.3% -6.3% -16.0%

6.6% 10.2% 8.5%

4.6% △

 基本金組入後収支比率 108.7% 108.0% 95.5% 104.7% ▼

 学生生徒等納付金比率 82.7% ～

 補助金比率 8.9% 11.2% 12.7%

82.3% 79.7% 73.5%80.5%

8.9% △

 純資産構成比率

14.4% △

 基本金組入率 0.4% -1.5%

93.9% 94.3% 94.1%

-16.6%

100.0% 101.1% 97.2% △ 基本金比率 100.0%

　上記に示す財務比率表は、新会計基準で示した過去５年間の比率表です。日本私立学校振興・共済事業団発行の「今日の私学財政」における医歯系を除く私立大学法人の
2022年度全国平均値と比較しながら、主な比率について以下のとおり説明します。

　人件費比率は、人件費の経常収入に占める割合です。人件費は学校における最大の支出要素であることから、この比率が適正水準を超えると経常収支の悪化を招く要因と
なります。本学園は、全国平均を上回っておりますが、60％台で毎年推移しています。

　人件費依存率は、人件費の学生生徒等納付金収入に占める割合です。この比率は人件費比率及び学生生徒等納付金比率の状況にも影響されます。一般的に人件費は学
生生徒等納付金で賄える範囲内に収まっていることが理想的です。

　教育研究費比率は、教育研究経費の事業活動収入に占める割合です。教育研究活動の維持・発展の為には非常に重要な項目です。事業活動支出の圧迫がない限り、この
比率は高いほど良好です。本法人の場合、事業活動収入の減少に大きく影響することなく、２０１７年度から全国平均値を上回っています。

　事業活動収支差額比率は、事業活動収入に対する基本金組入前当年度収支差額が占める割合で、この比率がプラスで大きいほど自己資本が充実し、財政面での将来的な
余裕につながるものです。マイナスになる場合は、当年度の事業活動収入で事業活動支出を賄えていないことを表します。

　補助金比率は、補助金の事業活動収入に占める割合です。学生生徒納付金収入に次ぐ大きな収入ということで高い方が良いとされていますが、国・地方公共団体の財政事
情に左右される依存性の高い収入になりますので、一概に高ければ良いという訳ではありません。本法人の場合学生数減少等に伴い、全国平均を下回っています。

2021年度
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39.5%
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7.8%

-8.7%

102.6%

6.4%
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 流動比率 1379.9% 1744.4%

-15.5%

115.7%

76.9%

85.4%

40.1%

9.2%

2019.2%
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財務比率推移（新会計基準　過去5年間）
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